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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被搬送媒体を所定の搬送方向へ搬送する搬送部と、
　同一の周波数および同一の位相の超音波をそれぞれ放射する複数の超音波放射素子が前
記搬送方向に直交する方向に配列され、該複数の超音波放射素子から放射される超音波に
よって前記被搬送媒体を押圧する押圧部とを備えたことを特徴とする搬送装置。
【請求項２】
　前記搬送部が、前記被搬送媒体を間に挟み込むように前記押圧部に対向して設けられた
ものであることを特徴とする請求項１記載の搬送装置。
【請求項３】
　前記搬送方向に配列された複数の前記押圧部が配列され、該複数の押圧部が、前記搬送
方向の上流側から下流側に向かって順次切り替えられて前記超音波を放射するものである
ことを特徴とする請求項１または２記載の搬送装置。
【請求項４】
　前記搬送部が、搬送ローラであり、
　前記押圧部と前記搬送ローラとの組が、前記搬送方向について複数設けられていること
を特徴とする請求項３記載の搬送装置。
【請求項５】
　前記被搬送媒体の搬送位置を検出する搬送位置検出部を備え、
　前記各押圧部が、前記搬送位置検出部によって前記被搬送媒体の先端が前記各押圧部ま
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で到達したことが検出された時点以降において前記超音波の放射をそれぞれ開始するもの
であることを特徴とする請求項３または４記載の搬送装置。
【請求項６】
　前記被搬送媒体の搬送位置を検出する搬送位置検出部を備え、
　前記各押圧部が、前記搬送位置検出部によって前記被搬送媒体の先端が前記各押圧部の
直前まで到達したことが検出された時点において前記超音波の放射をそれぞれ開始するも
のであることを特徴とする請求項３または４記載の搬送装置。
【請求項７】
　前記各押圧部が、前記搬送位置検出部によって前記被搬送媒体の後端が前記各押圧部を
通過する直前であることが検出された時点において前記超音波の放射をそれぞれ停止する
ものであることを特徴とする請求項５または６記載の搬送装置。
【請求項８】
　前記各超音波放射素子に対して、前記超音波の周波数および位相に対応する駆動周波数
を有する駆動電圧を供給する駆動部を有し、
　該駆動部が、前記被搬送媒体の情報に応じて前記駆動電圧を変更するものであることを
特徴とする請求項１から７いずれか１項記載の搬送装置。
【請求項９】
　前記押圧部が、前記搬送方向に直交する方向について中央に配置された前記超音波放射
素子から両端側に配置された前記超音波放射素子に向かって順番に前記超音波を放射する
ものであることを特徴とする請求項１から８いずれか１項記載の搬送装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被搬送媒体を押圧しながら搬送する搬送装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、搬送ベルトとニップローラとで印刷用紙を挟んで搬送するとともに、その搬送さ
れた印刷用紙に対してインクを吐出することによって印刷処理を施すインクジェットプリ
ンタ装置が提案されている（たとえば特許文献１参照）。
【０００３】
　このようなインクジェットプリンタ装置においては、搬送ベルト上にニップローラが搬
送方向に複数配列され、印刷用紙は、上流側のニップローラから下流側のニップローラへ
と順次搬送される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１２－２１８３４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上述したように搬送ベルトとニップローラとで印刷用紙を挟んで搬送し
ながら、印刷用紙に対して印刷処理を施した場合、インクが吐出された直後、インクが乾
いていない状態で印字面がニップローラに接触するため、ニップローラにインクが付着し
、その状態でニップローラがさらに回転するとニップローラに付着したインクが印刷用紙
に再転写されてしまい、これがゴースト画像となり、著しい画像の低下を招く。
【０００６】
　この問題は、たとえば速乾性のインクを用い、インクを瞬時に乾燥させるようにすれば
解決できるが、このようなインクを用いた場合、インクヘッドなどのインク経路において
インクが硬化してインク詰まりが発生してしまう。
【０００７】
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　本発明は、上記事情に鑑み、上述したようなインクの再転写を発生させることなく、印
刷用紙のような被搬送媒体を押圧しながら搬送することができる搬送装置を提供すること
を目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の搬送装置は、被搬送媒体を所定の搬送方向へ搬送する搬送部と、同一の周波数
および同一の位相の超音波をそれぞれ放射する複数の超音波放射素子が上記搬送方向に直
交する方向に配列され、その複数の超音波放射素子から放射される超音波によって被搬送
媒体を押圧する押圧部とを備えたことを特徴とする。
【０００９】
　ここで、上記「同一の周波数」および「同一の位相」とは、必ずしも周波数および位相
が完全に一致していなくてもよく、たとえば超音波放射素子を駆動するための駆動信号の
精度による誤差や超音波放射素子の製造上のバラツキによる誤差などを含んでいても良い
ものとする。
【００１０】
　また、上記本発明の搬送装置においては、搬送部を、被搬送媒体を間に挟み込むように
押圧部に対向して設けることができる。
【００１１】
　また、搬送方向に複数の押圧部を配列し、その複数の押圧部を、搬送方向の上流側から
下流側に向かって順次切り替えて超音波を放射するものとできる。
【００１２】
　また、搬送部として搬送ローラを用い、押圧部と搬送ローラとの組を、上記搬送方向に
ついて複数設けるようにしてもよい。
【００１３】
　また、被搬送媒体の搬送位置を検出する搬送位置検出部を設け、各押圧部を、搬送位置
検出部によって被搬送媒体の先端が各押圧部まで到達したことが検出された時点以降にお
いて超音波の放射をそれぞれ開始するものとできる。
【００１４】
　また、被搬送媒体の搬送位置を検出する搬送位置検出部を設け、各押圧部を、搬送位置
検出部によって被搬送媒体の先端が各押圧部の直前まで到達したことが検出された時点に
おいて超音波の放射をそれぞれ開始するものとできる。
【００１５】
　また、各押圧部を、搬送位置検出部によって被搬送媒体の後端が各押圧部を通過する直
前であることが検出された時点において超音波の放射をそれぞれ停止するものとできる。
【００１６】
　また、各超音波放射素子に対して、超音波の周波数および位相に対応する駆動周波数を
有する駆動電圧を供給する駆動部を設け、その駆動部を、被搬送媒体の情報に応じて駆動
電圧を変更するものとできる。
【００１７】
　また、押圧部を、上記搬送方向に直交する方向について中央に配置された超音波放射素
子から両端側に配置された超音波放射素子に向かって順番に超音波を放射するものとでき
る。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明の搬送装置によれば、複数の超音波放射素子から同一の周波数および同一の位相
の超音波をそれぞれ放射させ、この超音波によって被搬送媒体を押圧するようにしたので
、たとえば、上述したインクジェットプリンタ装置において、ニップローラの代わりに超
音波を用いて印刷用紙を押圧するようにすれば、非接触で印刷用紙を押圧することができ
るので、インクの再転写を防止することができる。
【図面の簡単な説明】
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【００１９】
【図１】本発明の搬送装置の一実施形態を用いた印刷装置の全体概略構成を示す図
【図２】押圧部の詳細な構成および押圧部の制御系を示す図
【図３】押圧部駆動部の詳細な回路構成を示す図
【図４】超音波の非線形特性の測定系を示す図
【図５】検出器１および検出器２によって検出される超音波の検出波形を示す図
【図６】超音波放射素子の駆動電圧が±24Vの場合と±12Vの場合とにおける超音波の密波
部および粗波部の伝搬速度を計測した結果を示すグラフ
【図７】超音波の密波部の伝搬速度と粗波部の伝搬速度の平均値に対する密波部の伝搬速
度の比率と、粗波部の伝搬速度の比率とを示すグラフ（超音波放射素子の駆動電圧が±24
Vの場合）
【図８】超音波の密波部の伝搬速度と粗波部の伝搬速度の平均値に対する密波部の伝搬速
度の比率と、粗波部の伝搬速度の比率とを示すグラフ（超音波放射素子の駆動電圧が±24
Vの場合）
【図９】各押圧部における超音波の放射開始のタイミングと放射停止のタイミングとを時
系列に説明するための図
【図１０】各押圧部に対して各押圧部駆動部から供給される駆動電圧波形の供給タイミン
グの一例を示す図
【図１１】印刷用紙の情報と調整電圧とを対応づけたテーブルの一例を示す図
【図１２】押圧部に含まれる複数の超音波放射素子の駆動方法の一例を説明するための図
【図１３】ファンから放出された風を用いて印刷用紙を押圧する場合の作用を説明するた
めの図
【図１４】超音波を用いて印刷用紙を押圧する場合の作用を説明するための図
【図１５】搬送ローラ上に用紙ガイドを設けた例を示す図
【図１６】図１５に示す用紙ガイドを移動させる例を説明するための図
【図１７】１つの搬送ローラに対して２つの押圧部を設けた例を示す図
【図１８】第２の搬送経路切替部の構成およびその制御系を示す図
【図１９】第１および第２の押圧部における超音波の放射開始のタイミングと放射停止の
タイミングとを時系列に説明するための図
【図２０】第１および第２の押圧部における超音波の放射開始のタイミングと放射停止の
タイミングとを時系列に説明するための図
【図２１】超音波を用いて印刷用紙を押圧して搬送経路を切り替えた場合とファンから放
出された風を用いて印刷用紙を押圧して搬送経路を切り替えた場合の作用を説明するため
の図
【図２２】押圧部を孔版原紙搬送部に適用した例を示す図
【図２３】本発明の超音波放射素子の一実施形態の断面構成図
【図２４】超音波放射素子における振動板の上面図
【図２５】振動板を構成する花弁状フィルムとフレームの一例を示す図
【図２６】振動板が下方（パラボラ形状の頂上部側）に移動した際の作用を説明するため
の図
【図２７】振動板が下方（パラボラ形状の頂上部側）に移動した際の作用を説明するため
の図
【図２８】従来の超音波放射素子から放射される超音波を説明するための図
【図２９】図２８に示す振動板がＰ１～Ｐ６の各位置へ移動した際における超音波の音圧
の波形を示す図
【図３０】本発明の超音波放射素子の一実施形態から放射される超音波を説明するための
図
【図３１】図２９に示す振動板がＰ１～Ｐ６の各位置へ移動した際における超音波の音圧
の波形を示す図
【図３２】本発明の超音波放射素子における振動板のその他の実施形態を示す上面図
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【図３３】図３２に示す振動板の作用を説明するための図
【図３４】本発明の超音波放射素子の一実施形態を用いた超音波小型ポンプの断面構成図
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、図面を参照して本発明の搬送装置の一実施形態を用いた印刷装置について詳細に
説明する。本実施形態の印刷装置は、印刷用紙を搬送する搬送装置の構成に特徴を有する
ものであるが、まずは、装置全体の構成について説明する。図１は、本実施形態の印刷装
置１の全体の概略構成図である。
【００２１】
　印刷装置１は、コンピュータから出力された印刷ジョブデータや原稿読取部において光
電的に読み取られた読取画像データに基づいて、印刷用紙Ｐに対して印刷処理を施すもの
である。
【００２２】
　印刷装置１は、インクヘッド部１０と、給紙部１１と、用紙搬送部１２と、上面搬送部
１３と、第１の排紙部１４と、反転部１５と、第２の排紙部１６と、クリーニング部１７
とを備えている。
【００２３】
　インクヘッド部１０は、印刷ジョブデータや読取画像データに基づいて、印刷用紙Ｐに
対してインクを吐出することによって印刷処理を施すものである。本実施形態のインクヘ
ッド部１０は、印刷用紙Ｐの搬送方向に直交する方向に延びるライン型のインクヘッドを
備えたものであり、ブラックＫ、シアンＣ、マゼンダＭ、イエローＹの各色のインクを吐
出するインクヘッドを備えている。各色のインクヘッドは、印刷用紙Ｐの搬送方向に並べ
て配置される。
【００２４】
　クリーニング部１７は、各色のインクヘッドに対してそれぞれ設けられ、後述する搬送
ローラ２２の間に設けられるものである。クリーニング部１７は、クリーニング処理の際
にインクヘッドから吐出されたインクの受け皿となったり、インクヘッドのインクの吐出
面をワイプして、吐出面に付着したインクを除去したりするものである。
【００２５】
　給紙部１１は、印刷用紙Ｐをインクヘッド部１０へ給紙するものである。給紙部１１は
、印刷用紙Ｐが設置される給紙トレイ１１ａと、給紙トレイ１１ａに設置された印刷用紙
Ｐを取り出すピックアップローラ１８と、ピックアップローラ１８によって取り出された
印刷用紙Ｐの先端を一旦停止させて斜行補正を行った後に、所定のタイミングで印刷用紙
Ｐを用紙搬送部１２に向けて搬送するレジストローラ１９と、各ローラを駆動する複数の
モータ（図示省略）とを備えている。
【００２６】
　用紙搬送部１２は、レジストローラ１９から搬送された印刷用紙Ｐを受け入れてインク
ヘッド部１０へ向けて搬送する一対のローラからなるニップローラ２１と、ニップローラ
２１によって搬送された印刷用紙Ｐをインクヘッド部１０の上流側から下流側へ向けて搬
送する搬送ローラ２２と、各搬送ローラ２２に対して印刷用紙Ｐを挟むようにして対向し
て設けられ、印刷用紙Ｐに対して超音波を放射することによって印刷用紙Ｐを搬送ローラ
２２に対して押圧する押圧部２３と、搬送ローラ２２によって搬送された印刷用紙Ｐを上
面搬送部１３の搬送経路に送り出すか、第２の排紙部１６の搬送経路に送り出すかを切り
替える第１の搬送経路切替部２４と、各ローラを駆動する複数のモータ（図示省略）を備
えている。
【００２７】
　搬送ローラ２２と押圧部２３とは組として設けられ、印刷用紙Ｐの搬送方向に複数組設
けられている。搬送ローラと押圧部２３の各組は、それぞれ各色のインクヘッドの間に配
置されている。なお、押圧部２３および第１の搬送経路切替部２４については後で詳述す
る。
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【００２８】
　上面搬送部１３は、用紙搬送部１２によって搬送された印刷用紙Ｐを図１の紙面右方向
から左方向へとＵターンするように搬送するものである。上面搬送部１３は、一対のロー
ラからなる複数の上面搬送ローラ３１と、上面用紙ガイド３２と、第２の搬送経路切替部
３３と、各ローラを駆動する複数のモータ（図示省略）とを備えている。
【００２９】
　第２の搬送経路切替部３３は、上面搬送部１３の搬送経路の途中に設けられるものであ
り、搬送された印刷用紙Ｐの先端に対して超音波を放射することによって押圧し、これに
より印刷用紙Ｐの先端を第１の排紙部１４側の搬送経路に送り出すか、反転部側１５側の
搬送経路に送り出すかを切り替えるものである。第２の搬送経路切替部３３についても後
で詳述する。
【００３０】
　第１の排紙部１４は、印刷済みの印刷用紙Ｐが排紙されて積載されるものである。第１
の排紙部１４は、上面搬送部１３によって搬送され、第２の搬送経路切替部３３によって
先端の向きが上側に押圧された印刷用紙Ｐを案内する第１の排紙部ガイド４２と、第１の
排紙部ガイド４２によって案内された印刷用紙Ｐを搬送する一対のローラからなる第１の
排紙ローラ４１と、複数の第１の排紙ローラ４１によって搬送された印刷用紙Ｐが排紙さ
れて積載される第１の排紙トレイ４３と、各ローラを駆動する複数のモータ（図示省略）
とを備えている。
【００３１】
　反転部１５は、両面印刷の際に片面印刷済みの印刷用紙Ｐを反転させてレジストローラ
１９へと搬送するものである。反転部１５は、上面搬送部１３によって搬送された片面印
刷済みの印刷用紙Ｐを受け入れ、その印刷用紙Ｐをスイッチバック部５２に搬送し、その
後、スイッチバック部５２内の印刷用紙Ｐをレジストローラ１９に向けて搬送する一対の
ローラからなる反転ローラ５１と、反転ローラ５１によって一時的に印刷用紙Ｐが搬入さ
れるスイッチバック部５２と、スイッチバック部５２に一時的に搬入された印刷用紙Ｐの
先端がスイッチバック部５２から排出される際、その先端に対して超音波を放射すること
によって押圧し、これにより印刷用紙Ｐの先端をレジストローラ１９側の搬送経路に案内
する第３の搬送経路切替部５３と、第３の搬送経路切替部５３によって先端が押圧された
印刷用紙Ｐをレジストローラ１９まで案内する反転用紙ガイド５４と、反転ローラ５１を
駆動するモータ（図示省略）とを備えている。
【００３２】
　なお、上面搬送部１３から搬送された印刷用紙Ｐが反転ローラ５１により受け入れられ
る際には、第３の搬送経路切替部５３から超音波は放射されない。そして、上面搬送部１
３から排出された印刷用紙Ｐの先端がそのまま反転ローラ５１に案内されるように、上面
搬送部１３の上面用紙ガイド３２と反転ローラ５１とが配置されているものとする。また
、第３の搬送経路切替部５３についても後で詳述する。
【００３３】
　第２の排紙部１６は、用紙搬送部１２によって搬送された印刷済みの印刷用紙Ｐが排出
され、積載されるものである。第２の排紙部１６は、第１の搬送経路切替部２４からの超
音波の放射によって先端の向きが下側に押圧された印刷用紙Ｐを案内する第２の排紙部ガ
イド６１と、第２の排紙部ガイド６１によって案内された印刷用紙Ｐを搬送する第２の排
紙ローラ６２と、第２の排紙ローラ６２によって搬送された印刷用紙Ｐが排紙されて積載
される第２の排紙トレイ６３と、第２の排紙ローラ６２を駆動する複数のモータ（図示省
略）とを備えている。
【００３４】
　以上が、印刷装置１の装置全体の説明である。
【００３５】
　次に、用紙搬送部１２の押圧部２３の構成およびその制御系について、図２を参照しな
がら説明する。
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【００３６】
　各押圧部２３は、基板８０と、基板８０上に設けられた超音波放射素子８１と備えてい
る。超音波放射素子８１は、基板８０上に印刷用紙Ｐの搬送方向に直交する方向に複数配
列されている。この複数の超音波放射素子８１は、同一の周波数および同一の位相の超音
波をそれぞれ放射するように駆動されるものである。各超音波放射素子８１は、押圧部２
３の下方を通過する印刷用紙Ｐに向かって超音波を放射するものであり、この超音波の放
射によって印刷用紙Ｐが搬送ローラ２２に対して押圧され、これにより印刷用紙Ｐが搬送
ローラ２２と接触してその回転によって搬送される。
【００３７】
　超音波放射素子８１としては、たとえば超音波センサやパラメトリック・スピーカーな
どに使用されるものを用いることができ、具体的には、たとえばMA40S4S（村田製作所製
）を使用することができる。このMA40S4Sは超音波センサであるが、本実施形態では、印
刷用紙Ｐを押圧するものとして使用する。MA40S4Sは、中心周波数40kHz、音圧120dB、指
向性80°である。
【００３８】
　各押圧部２３は、用紙押圧制御部２５によって制御されるものである。用紙押圧制御部
２５は、各押圧部２３を駆動制御する押圧部駆動部２６を備えている。押圧部駆動部２６
は、押圧部２３の複数の超音波放射素子８１に対して駆動電圧を供給するものである。押
圧部駆動部２６は、各押圧部２３に対してそれぞれ設けられており、各押圧部２３を独立
して駆動制御できるように構成されている。
【００３９】
　図３は、押圧部駆動部２６の構成を示す回路図である。押圧部駆動部２６は、図３に示
すように、２つのインバータ回路９０，９１と、プレドライバ回路９２と、４つのスイッ
チ素子９３～９６から構成されている。
【００４０】
　インバータ回路９０には、押圧タイミング生成部２７（図２参照）から出力された駆動
信号が入力され、インバータ回路９０の出力信号がインバータ回路９１に入力される。押
圧タイミング生成部２７は、周波数40kHz、デューティ比50%の矩形の波形信号を生成して
出力するものであり、この波形信号がインバータ回路９０に入力される。
【００４１】
　インバータ回路９０，９１の出力信号は、プレドライバ回路９２に入力され、プレドラ
イバ回路９２からの出力信号が４つのスイッチ素子９３～９６に入力される。４つのスイ
ッチ素子９３～９６は、プレドライバ回路９２からの出力信号に応じて、スイッチ素子９
３とスイッチ素子９６とが同時にオンされ、スイッチ素子９５とスイッチ素子９４とが同
時にオンされる。
【００４２】
　そして、スイッチ素子９３～９６には、駆動電圧調整部２８から出力された直流の調整
電圧が供給されており、スイッチ素子９３およびスイッチ素子９６のオン動作と、スイッ
チ素子９５およびスイッチ素子９４のオン動作が交互に行われることによって、超音波放
射素子８１に対して正方向の駆動電圧と負方向の駆動電圧とが交互に印加される。超音波
放射素子８１は、この正負方向の駆動電圧の印加によって40kHzの超音波を放射する。押
圧部２３における各超音波放射素子８１は、同じ極性同士が並列に接続されており、これ
により各超音波放射素子８１からは同一周波数および同一位相の超音波が放射される。
【００４３】
　ここで、超音波放射素子８１からの超音波の放射によって印刷用紙Ｐが押圧される原理
について説明する。
【００４４】
　超音波放射素子８１は、超音波振動源を備えており、この超音波振動源が振動すること
によって超音波が発生する。超音波放射素子８１から放射された超音波は、空気中を伝播
して印刷用紙Ｐに到達するが、このとき空気中を伝播する超音波は非線形特性を有するも
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のとなる。具体的には、空気中を超音波が伝播する際に粗波部と密波部とが交互に形成さ
れる。これは超音波振動源の振動によって空気分子が圧縮されるときよりも、圧縮が元に
戻るときの方が、時間がかかることが原因であると考えられる。これは超音波に限らず、
空気中を伝播する振動は、空気分子集団の濃淡が伝播することに起因する。振動の周波数
が高くなると空気の粘性により非線形特性は顕著になる傾向があり、超音波の場合には特
に非線形特性が顕著に現れると考えられる。
【００４５】
　そして、この超音波の非線形特性により粗波部と密波とが交互に形成されることによっ
て押圧力が発生すると考えられる。以下、この超音波の非線形特性を測定した結果につい
て説明する。図４は、超音波の非線形特性の測定系を示すものである。なお、図４の左側
の図は、右側に示す測定系を側方から見た図である。
【００４６】
　図４に示すように、ここでは、同じ極性同士を並列に接続した４つの超音波放射素子８
１（MA40S4S（村田製作所製））を用い、その上方に超音波放射素子８１から放射された
超音波の波形を検出する検出器１および検出器２（MA40S4R（村田製作所製））を配置し
た。各超音波放射素子８１には、周波数40kHzおよびデューティ比50%で、±12Vまたは±2
4Vの駆動電圧を供給し、各超音波放射素子８１から周波数40kHz（波長λ=8.66mm）の超音
波を放射させた。
【００４７】
　そして、検出器１は、超音波放射素子８１の超音波放射面から約60mm上方に配置し、検
出器２は、検出器１から約1/2波長である約4mm上方に配置した。これにより検出器１と検
出器２とで、逆位相の超音波の波形を検出するようにした。図５は、検出器１および検出
器２によって検出される検出波形を示すものである。
【００４８】
　そして、超音波放射素子８１から放射される超音波の粗密波の移動時間を計測し、その
伝搬速度を算出した。具体的には、検出器１および検出器２によって検出された、図５に
示すような検出波形に基づいて、検出器１により密波部が検出された時点ｔ１から検出器
２により密波部が検出された時点ｔ２までの時間を密波部の移動時間Ａとして計測し、検
出器１により粗波部が検出された時点ｔ３から検出器２により粗波部が検出された時点ｔ
４までの時間を粗波部の移動時間Ｂとして計測した。仮に計測環境の空気における伝搬速
度が線形である場合には、図５に示す密波部の移動時間と粗波部の移動時間とが等しくな
ることになる。
【００４９】
　そして、検出器１と検出器２との距離（4mm）と密波部の移動時間Ａとから密波部の伝
搬速度を算出し、検出器１と検出器２との距離（4mm）と粗波部の移動時間Ｂとから粗波
部の伝搬速度を算出した。図６は、駆動電圧が±24Vの場合と、駆動電圧が±12Vの場合と
における密波部および粗波部の伝搬速度を１５回計測した結果を示すものである。
【００５０】
　具体的には、図６に示すグラフaは、駆動電圧が±24Vの場合の密波部の計測された伝搬
速度を示すものであり、グラフbは、グラフaの伝搬速度の平均値を示すものである。グラ
フcは、駆動電圧が±24Vの場合の粗波部の計測された伝搬速度を示すものであり、グラフ
dは、グラフｃの伝搬速度の平均値を示すものである。グラフeは、駆動電圧が±12Vの場
合の密波部の計測された伝搬速度を示すものであり、グラフfは、グラフeの伝搬速度の平
均値を示すものである。グラフgは、駆動電圧が±12Vの場合の粗波部の計測された伝搬速
度を示すものであり、グラフhは、グラフgの伝搬速度の平均値を示すものである。
【００５１】
　図６に示すグラフb,dより、駆動電圧が±24Vの場合における密波部の伝搬速度の平均値
は347.589m/sであり、粗波部の伝搬速度の平均値は345.240m/sであり、図６に示すグラフ
f,hより、駆動電圧が±12Vの場合における密波部の伝搬速度の平均値は344.118m/sであり
、粗波部の伝搬速度の平均値は342.922m/sであった。これにより超音波放射素子８１から



(9) JP 6182425 B2 2017.8.16

10

20

30

40

50

放射される超音波の密波部と粗波部との伝搬速度は異なり、非線形特性を有するものであ
ることがわかった。
【００５２】
　また、図７および図８は、密波部の伝搬速度と粗波部の伝搬速度の平均値に対する密波
部の伝搬速度の比率と、粗波部の伝搬速度の比率とを示すものであり、図７は、駆動電圧
が±24Vの場合であり、図８は、駆動電圧が±12Ｖの場合である。具体的には、図７に示
すグラフmは、駆動電圧が±24Vの場合における密波部の伝搬速度比率を示すものであり、
グラフnは、グラフmの平均値を示すものである。グラフpは、駆動電圧が±24Vの場合にお
ける粗波部の伝搬速度比率を示すものであり、グラフqは、グラフpの平均値を示すもので
ある。図８に示すグラフrは、駆動電圧が±12Vの場合における密波部の伝搬速度比率を示
すものであり、グラフsは、グラフrの平均値を示すものである。グラフtは、駆動電圧が
±12Vの場合における粗波部の伝搬速度比率を示すものであり、グラフuは、グラフtの平
均値を示すものである。
【００５３】
　図７に示すグラフn,qより、駆動電圧±24Vの場合における密波部の伝搬速度比率と粗波
部の伝搬速度比率との差である非線形特性率は0.678%であり、駆動電圧±12Vの場合にお
ける密波部の伝搬速度比率と粗波部の伝搬速度比率との差である非線形特性率は0.348%で
あった。これにより非線形特性率は、駆動電圧の大きさによって異なり、駆動電圧が大き
いほど非線形特性率も大きくなることがわかった。
【００５４】
　駆動電圧が±24Vの場合、空気の音速を346m/s（25℃の場合）とすると、346m/s×0.678
%≒2m/sとなる。したって、理論的には、超音波が印刷用紙Ｐに対して放射された際、印
刷用紙Ｐが2m/sで移動するような押圧力が発生するものと考えられる。駆動電圧が±12V
の場合、空気の音速を346m/s（25℃の場合）とすると、346m/s×0.348%≒1m/sとなる。し
たって、理論的には、超音波が印刷用紙Ｐに対して放射された際、印刷用紙Ｐが1m/sで移
動するような押圧力が発生するものと考えられる。
【００５５】
　以上が、超音波の放射によって押圧力が発生する原理の説明である。
【００５６】
　次に、用紙搬送部１２によって印刷用紙Ｐを搬送する際の制御について、図２、図９お
よび図１０を参照しながら説明する。
【００５７】
　図９（ａ）～（ｅ）は、各押圧部２３における超音波の放射開始のタイミングと放射停
止のタイミングとを時系列に説明するための図である。図９（ａ）～（ｅ）の順で時間が
経過しているものとする。
【００５８】
　まず、図９（ａ）に示すように、前に搬送されている印刷用紙Ｐ０の後端が搬送ローラ
２２の中心軸位置を通過する直前において、その搬送ローラ２２に対向する押圧部２３か
らの超音波の放射が停止される。このように印刷用紙Ｐ０の後端が搬送ローラ２２を通過
する前に超音波の放射を停止させるのは、印刷用紙Ｐ０の後端が搬送ローラ２２を通過し
た後まで超音波の放射を継続したのでは、印刷用紙Ｐ０の後端にたわみが生じてしまい印
刷用紙Ｐ０の搬送に悪影響を及ぼす可能性があるからである。なお、印刷用紙Ｐ０の後端
が搬送ローラ２２の中心軸位置を通過する直前の時点は、押圧部２３と印刷用紙Ｐ１との
距離と超音波の伝搬速度とに基づいて求めることができる。
【００５９】
　そして、図９（ｂ）に示すように、前に搬送されている印刷用紙Ｐ０が搬送ローラ２２
を抜けた後、次の印刷用紙Ｐ１の先端が搬送ローラ２２の中心軸位置に到達する前までは
超音波の放射は停止され、図９（ｃ）に示すように、次の印刷用紙Ｐ１の先端が搬送ロー
ラ２２の中心軸位置に到達した時点以降から押圧部２３から超音波が放射され、これによ
り印刷用紙Ｐ１が搬送ローラ２２に押圧されてその回転により搬送される。
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【００６０】
　このように印刷用紙Ｐ１の先端が搬送ローラ２２に到達した時点以降から超音波の放射
を開始させるのは、印刷用紙Ｐ１の先端が搬送ローラ２２に到達する前に超音波の放射を
開始したのでは、印刷用紙Ｐ１の先端にたわみが生じてしまい印刷用紙Ｐ１の搬送に悪影
響を及ぼす可能性があるからである。
【００６１】
　次いで、図９（ｄ）に示すように、引き続き押圧部２３から超音波が放射され、その押
圧力と搬送ローラ２２の回転とによって印刷用紙Ｐ１が搬送され、図９（ｅ）に示すよう
に、印刷用紙Ｐ１の後端が搬送ローラ２２の中心軸位置に近づくまでは押圧部２３から超
音波が放射される。そして、印刷用紙Ｐ１の後端が搬送ローラ２２の中心軸位置を通過す
る直前において、その搬送ローラ２２に対向する押圧部２３からの超音波の放射が停止さ
れる。
【００６２】
　なお、本実施形態では、上述したように印刷用紙Ｐ１の先端が搬送ローラ２２の中心軸
位置に到達した時点以降から超音波の放射を開始するようにしたが、たとえば押圧部２３
から放射された超音波が印刷用紙Ｐ１に到達するまでの時間を考慮し、印刷用紙Ｐ１の先
端が搬送ローラ２２の中心軸位置に到達した時点に超音波が印刷用紙Ｐ１の先端に到達す
るように超音波の放射を開始するようにしてもよい。すなわち、印刷用紙Ｐ１の先端が搬
送ローラ２２の中心軸位置まで到達する直前の時点から超音波の放射を開始するようにし
てもよい。印刷用紙Ｐ１の先端が搬送ローラ２２の中心軸位置まで到達する直前の時点は
、押圧部２３と印刷用紙Ｐ１との距離と超音波の伝搬速度とに基づいて求めることができ
る。
【００６３】
　上述したような押圧部２３からの超音波の放射開始および放射停止のタイミングは、図
２に示す用紙押圧制御部２５における押圧タイミング生成部２７によって制御される。押
圧タイミング生成部２７は、上述したように、周波数40kHz、デューティ比50%の矩形の波
形信号を生成して出力するものであり、この波形信号が、各押圧部駆動部２６に入力され
ることによって、各押圧部駆動部２６から各押圧部２３に対して正負方向の駆動電圧が供
給されて超音波の放射タイミングが制御される。
【００６４】
　そして、押圧タイミング生成部２７は、搬送方向の上流側の押圧部２３から下流側の押
圧部２３の順に超音波が放射され、かつ搬送方向の上流側の押圧部２３から下流側の押圧
部２３の順に超音波の放射が停止されるような波形信号を生成して各押圧部駆動部２６に
出力するものである。
【００６５】
　図１０は、各押圧部２３に対して各押圧部駆動部２６から供給される駆動電圧波形の供
給タイミングの一例を示すものである。なお、図１０においては、印刷用紙Ｐの搬送方向
上流側の押圧部２３から順に、押圧部２３_１、押圧部２３_２、押圧部２３_３、押圧部
２３_４とし、これらの押圧部２３_１～２３_４のそれぞれに対応する搬送ローラ２２を
搬送ローラ２２_１～２２_４とし、押圧部２３_１～２３_４のそれぞれに駆動電圧を供給
する押圧部駆動部２６を押圧部駆動部２６_１～２６_４として示している。
【００６６】
　図１０に示すように、押圧部駆動部２６_１は、ニップローラ２１によって搬送された
印刷用紙Ｐの先端が搬送ローラ２２_１の中心軸位置に到達した後の時点Ｔ１から、印刷
用紙Ｐの後端が搬送ローラ２２_１の中心軸位置を通過する直前の時点Ｔ５までの間にお
いて、押圧部２３_１に対して駆動電圧を供給する。
【００６７】
　また、押圧部駆動部２６_２は、搬送ローラ２２_１によって搬送された印刷用紙Ｐの先
端が搬送ローラ２２_２の中心軸位置に到達した後の時点Ｔ２から、印刷用紙Ｐの後端が
搬送ローラ２２_２の中心軸位置を通過する直前の時点Ｔ６までの間において、押圧部２
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３_２に対して駆動電圧を供給する。
【００６８】
　また、押圧部駆動部２６_３は、搬送ローラ２２_２によって搬送された印刷用紙Ｐの先
端が搬送ローラ２２_３の中心軸位置に到達した後の時点Ｔ３から、印刷用紙Ｐの後端が
搬送ローラ２２_３の中心軸位置を通過する直前の時点Ｔ７までの間において、押圧部２
３_３に対して駆動電圧を供給する。
【００６９】
　また、押圧部駆動部２６_４は、搬送ローラ２２_３によって搬送された印刷用紙Ｐの先
端が搬送ローラ２２_４の中心軸位置に到達した後の時点Ｔ４から、印刷用紙Ｐの後端が
搬送ローラ２２_４の中心軸位置を通過する直前の時点Ｔ７までの間において、押圧部２
３_４に対して駆動電圧を供給する。
【００７０】
　ここで、上述したように各押圧部駆動部２６から各押圧部２３への駆動電圧の供給タイ
ミングは、搬送される印刷用紙Ｐの搬送位置に基づいて設定されるものである。したがっ
て、本実施形態においては、図２に示すように、ニップローラ２１を通過した印刷用紙Ｐ
の先端を検出する用紙先端検出センサ７１と、その用紙先端検出センサ７１によって検出
された検出信号と、ニップローラ２１および搬送ローラ２２を駆動するローラ駆動モータ
７２の回転数とに基づいて印刷用紙Ｐの搬送位置を算出する用紙搬送位置算出部７０とが
設けられている。押圧タイミング生成部２７は、用紙搬送位置算出部７０において算出さ
れた印刷用紙Ｐの搬送位置に基づいて、各押圧部駆動部２６に対して波形信号を出力する
。なお、本実施形態においては、上述した用紙先端検出センサ７１と用紙搬送位置算出部
７０とが、搬送位置検出部に相当するものである。
【００７１】
　上述したように、印刷用紙の搬送位置に応じて、搬送方向の上流側の押圧部２３から下
流側の押圧部２３の順に超音波を放射し、かつ搬送方向の上流側の押圧部２３から下流側
の押圧部２３の順に超音波の放射を停止するようにした場合には、無駄に超音波を放射さ
せることなく、電力の消費を低減することができる。
【００７２】
　また、上述したように押圧部２３から放射される超音波の印刷用紙Ｐに対する押圧力は
、押圧部駆動部２６から押圧部２３に供給される駆動電圧の大きさに依存し、この駆動電
圧の大きさは、図２に示す駆動電圧調整部２８から各押圧部駆動部２６に供給される調整
電圧の大きさに依存する。
【００７３】
　そして、押圧部２３による印刷用紙Ｐに対する押圧力は、印刷用紙Ｐの厚さや腰の強さ
に応じて変更することが望ましい。具体的には、たとえば軽量紙のように薄くて腰の弱い
印刷用紙Ｐに過大な押圧力を加えると印刷用紙Ｐのたわみが大きくなり、印字の位置精度
が悪化するおそれがある。一方、表彰状のような重たい印刷用紙Ｐの場合、押圧力が少な
いと搬送ローラ２２におけるスリップなどの搬送障害が発生するおそれがある。
【００７４】
　そこで、本実施形態においては、図２に示す用紙情報記憶部２９において、図１１に示
すような印刷用紙の情報Ｐａ～Ｐｄと駆動電圧調整部２８から出力される調整電圧Ｖ１～
Ｖ４の大きさとを対応づけたテーブルを記憶しておき、用紙押圧制御部２５が、印刷用紙
の情報を取得するとともに、上記テーブルを参照し、駆動電圧調整部２８から印刷用紙の
情報に対応する調整電圧を出力させるようにしてもよい。なお、印刷用紙の情報について
は、コンピュータから出力された印刷ジョブデータから取得するようにしてもよいし、印
刷装置１に設けられたタッチパネルからなる操作パネル（図示省略）上においてユーザー
が設定入力するようにしてもよい。
【００７５】
　なお、印刷用紙の情報としては、上述したような軽量紙や厚紙などといった印刷用紙の
種類の情報や、印刷用紙の厚さ情報や、印刷用紙のサイズ情報や、印刷用紙の腰の強さの
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情報などがある。
【００７６】
　印刷用紙の情報が印刷用紙の厚さ情報や腰の強さの情報である場合には、たとえば、上
述したように印刷用紙のたわみやスリップなどを考慮して、印刷用紙が厚いほどまたは印
刷用紙の腰が強いほど調整電圧を大きくし、印刷用紙が薄いほどまたは印刷用紙の腰が弱
いほど調整電圧を小さくするようにすればよい。また、印刷用紙が薄い方または腰が弱い
方が搬送ローラ２２との密着度が低く、皺になり易いなどの観点から、印刷用紙が薄いほ
ど調整電圧を小さくし、印刷用紙が厚いほどまたは腰が強いほど調整電圧を大きくするよ
うな設定としてもよい。
【００７７】
　また、印刷用紙の情報が印刷用紙のサイズ情報である場合には、たとえば、印刷用紙の
サイズが大きいほど調整電圧を大きくし、サイズが小さいほど調整電圧を小さくするよう
にすればよい。また、印刷用紙のサイズが小さい方が搬送ローラ２２におけるスリップが
生じ易い場合には、逆に、印刷用紙のサイズが小さいほど調整電圧を大きくし、サイズが
大きいほど調整電圧を小さくするにしてもよい。
【００７８】
　また、印刷用紙の情報が、印刷用紙の種類の情報である場合にも、その印刷用紙の厚さ
や腰の強さに応じて調整電圧が設定される。
【００７９】
　また、本実施形態においては、各押圧部２３に対してそれぞれ１つの押圧部駆動部２６
を設けるようにしたが、たとえば、１つの押圧部２３に含まれる各超音波放射素子８１に
対してそれぞれ図３に示した押圧部駆動部２６を設け、各超音波放射素子８１からの超音
波の放射を独立して制御できるようにしてもよい。そして、このように各超音波放射素子
８１を独立して制御可能に構成した場合には、たとえば、上述したようなタイミングで所
定の押圧部２３から超音波を放射させる際、図１２に示すように、その押圧部２３に含ま
れる複数の超音波放射素子８１のうち、搬送方向に直交する方向について中央に配置され
た超音波放射素子８１から両端側に配置された超音波放射素子８１に向かって（図１２の
矢印方向に向かって）順番に超音波を放射させるようにしてもよい。
【００８０】
　このように各超音波放射素子８１から超音波を放射させることによって、印刷用紙Ｐに
対し、搬送方向に直交する方向の中央位置から両側に向かって押圧力を加えることができ
、これにより印刷用紙Ｐの皺の発生を抑制することができる。
【００８１】
　ここで、本実施形態のように、超音波放射素子８１から放射される超音波によって印刷
用紙Ｐを押圧することの効果について、たとえばファンから放出された風によって印刷用
紙Ｐを押圧する場合と比較して説明する。
【００８２】
　ファンを用いて印刷用紙Ｐを押圧しようとした場合、ファンから放出される風の押圧力
と印刷用紙Ｐの搬送時間との関係は、図１３（ａ）のようになる。すなわち、ファンによ
って発生した風を印刷用紙Ｐに対して放出した場合、ファンは風を放出および停止するま
での応答速度が比較的遅いので、風の押圧力を、印刷用紙Ｐを搬送可能なニップ圧まで上
昇させるまでに比較的長い時間（左側斜線部）が必要である。また、その後、風の押圧力
を、印刷用紙Ｐをたわませない程度にまで下降させるのにも比較的長い時間（右側車線部
）が必要である。したがって、ファンの風による押圧によって印刷用紙Ｐを搬送した場合
、ファンが動作している間に確保できる搬送時間が比較的短くなってしまう。
【００８３】
　また、ファンから放出される風は指向性が低いため、印刷用紙Ｐに対する圧力分布が広
くなってしまう。これにより、図１３（ｂ）に示すように、搬送ローラの近傍で印刷用紙
のたわみが発生しやすくなり、搬送障害を招き易くなる。
【００８４】
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　一方、本実施形態のように、超音波放射素子８１を用いて印刷用紙Ｐを押圧しようとし
た場合、超音波放射素子８１から放射される超音波の押圧力と印刷用紙Ｐの搬送時間との
関係は、図１４（ａ）のようになる。すなわち、超音波放射素子８１によって発生した超
音波を印刷用紙Ｐに対して放射した場合、超音波放射素子８１は超音波を放射および停止
するまでの応答速度が比較的速いので、超音波の押圧力を、印刷用紙Ｐを搬送可能なニッ
プ圧まで上昇させるまでに比較的短い時間（左側斜線部）で済む。また、その後、超音波
の押圧力を、印刷用紙Ｐをたわませない程度にまで下降させるのにも比較的短い時間（右
側車線部）でよい。したがって、超音波放射素子８１の超音波による押圧によって印刷用
紙Ｐを搬送した場合、超音波放射素子８１が動作している間に確保できる搬送時間を比較
的長くすることができ、印刷処理の処理効率を向上させることができる。
【００８５】
　また、超音波放射素子８１から放射される超音波は指向性が高いため、印刷用紙Ｐに対
する圧力分布は狭くなる。これにより、図１４（ｂ）に示すように、搬送ローラ２２の近
傍における印刷用紙Ｐのたわみを抑制することができる。
【００８６】
　このように、ファンから放出される風ではなく、超音波放射素子８１から放射される超
音波によって印刷用紙Ｐを押圧することによって、処理効率を向上させることができると
ともに、印刷用紙Ｐの搬送障害を抑制することができる。
【００８７】
　なお、搬送ローラ２２近傍での印刷用紙Ｐのたわみを確実に防止するために、図１５（
ａ）に示すように、搬送ローラ２２に接するような用紙ガイド９７を設けるようにしても
よい。用紙ガイド９７は、たとえば細いピアノ線のようなものから構成され、図１５（ｂ
）に示すように、印刷用紙Ｐの搬送方向に平行に間隔を空けて複数設けるようにすればよ
い。なお、図１５（ｂ）は、図１５（ａ）を上方から見た図であり、押圧部２３は図示省
略している。
【００８８】
　また、図１５（ｂ）に示すように搬送ローラ２２上に複数本の用紙ガイド９７を設けた
場合、たとえばインクヘッド部１０のクリーニングの際など印刷用紙Ｐが用紙ガイド９７
上に存在しない場合には、搬送ローラ２２間に設けられたインクヘッド部１０から吐出さ
れたインクが用紙ガイド９７に付着し、次に搬送される印刷用紙Ｐを汚す可能性がある。
そこで、たとえば、用紙ガイド９７を搬送方向に直交する方向に移動可能に構成するよう
にしてもよい。そして、図１６の実線で示すように用紙ガイド９７が第１の位置に存在す
る場合には、その第１の位置の用紙ガイド９７に対向する位置のインクヘッド部１０のノ
ズル群からはインクを吐出させず、そのノズル群以外のノズル群からのみインクを吐出さ
せ、図１６の点線で示すように第１の位置から第２の位置に用紙ガイド９７を移動させた
後、第１の位置の用紙ガイド９７に対向する位置のノズル群からインクを吐出させるよう
にしてもよい。
【００８９】
　また、上記実施形態の印刷装置１においては、１つの搬送ローラ２２に対して１つの押
圧部２３を設けるようにしたが、複数の押圧部２３を設けるようにしてもよい。たとえば
、図１７に示すように、１つの搬送ローラ２２に対して２つの押圧部２３を設けるように
してもよい。この場合、図１７に示すように、各押圧部２３から放射される超音波の放射
方向が搬送ローラ２２の中心軸を向くように、各押圧部２３を傾けて設置することが望ま
しい。このように複数の押圧部２３を設けることによって、印刷用紙Ｐをより大きな圧力
で押圧することができる。
【００９０】
　以上が、本実施形態の印刷装置１における用紙搬送部１２の構成およびその制御系に関
する説明である。
【００９１】
　次に、第１の搬送経路切替部２４、第２の搬送経路切替部３３および第３の搬送経路切
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替部５３について詳細に説明する。まず、第２の搬送経路切替部３３について説明する。
【００９２】
　第２の搬送経路切替部３３は、図１に示すように、上面搬送部１３の途中に設けられる
ものであり、第１の排紙部１４側の搬送経路と反転部１５側の搬送経路との分岐点に設け
られるものである。そして、下流側から搬送された印刷用紙Ｐに対して超音波を放射する
ことによって押圧し、これにより印刷用紙Ｐを第１の排紙部１４側の搬送経路に送り出す
か、反転部側１５側の搬送経路に送り出すかを切り替えるものである。
【００９３】
　具体的には、第２の搬送経路切替部３３は、図１８に示すように、第１の押圧部３３ａ
と第２の押圧部３３ｂとを備えている。第１の押圧部３３ａと第２の押圧部３３ｂとは、
第１の排紙部１４側の搬送経路と反転部１５側の搬送経路との分岐点を挟むように対向し
て設けられるものであり、第１の押圧部３３ａは、下方に超音波を放射するものであり、
第１の押圧部３３ｂは、上方に超音波を放射するものである。
【００９４】
　第１の押圧部３３ａと第２の押圧部３３ｂは、上述した用紙搬送部１２における押圧部
２３と同じ構成であり、基板８０と、印刷用紙Ｐの搬送方向に直交する方向に配列された
複数の超音波放射素子８１とを備えたものである。第１の押圧部３３ａの複数の超音波放
射素子８１と第２の押圧部３３ｂの複数の超音波放射素子８１も、同一の周波数および同
一の位相の超音波を放射するように駆動されるものである。
【００９５】
　そして、第２の搬送経路切替部３３は、図１８に示す搬送経路切替制御部３５によって
駆動制御されるものである。
【００９６】
　搬送経路切替制御部３５は、第１の押圧部３３ａと第２の押圧部３３ｂをそれぞれ駆動
制御する押圧部駆動部３６を備えている。押圧部駆動部３６は、第１および第２の押圧部
３３ａ，３３ｂの複数の超音波放射素子８１に対して駆動電圧を供給するものである。押
圧部駆動部３６は、第１の押圧部３３ａと第２の押圧部３３ｂに対してそれぞれ設けられ
ており、第１の押圧部３３ａと第２の押圧部３３ｂとを独立して駆動制御できるように構
成されている。押圧部駆動部３６の詳細な構成は、上述した用紙押圧制御部２５の押圧部
駆動部２６と同様である。
【００９７】
　また、搬送経路切替制御部３５は、搬送経路切替制御信号生成部３７を備えている。搬
送経路切替制御信号生成部３７は、上述した用紙押圧制御部２５の押圧タイミング生成部
２７と同様に、周波数40kHz、デューティ比50%の矩形の波形信号を生成して出力するもの
である。搬送経路切替制御信号生成部３７から出力された波形信号が、第１および第２の
押圧部３３ａ，３３ｂに対してそれぞれ設けられた各押圧部駆動部３６に入力されること
によって、各押圧部駆動部３６から第１および第２の押圧部３３ａ，３３ｂに対して正負
方向の駆動電圧が供給されて超音波の放射が制御される。
【００９８】
　また、第２の搬送経路切替部３３の上流側近傍には、搬送された印刷用紙Ｐの先端を検
出する用紙先端検出センサ３４が設けられている。上述した搬送経路切替制御信号生成部
３７は、用紙先端検出センサ３４によって検出された検出信号と、印刷用紙Ｐの搬送量情
報とに基づくタイミングで各押圧部駆動部３６に対して波形信号を出力するものである。
印刷用紙Ｐの搬送量情報とは、用紙先端検出センサ３４によって印刷用紙Ｐの先端が検出
された時点からの印刷用紙Ｐの搬送量である。この印刷用紙Ｐの搬送量情報は、上面搬送
ローラ３１を駆動するモータの回転数に基づいて算出されるものである。
【００９９】
　次に、第２の搬送経路切替部３３によって印刷用紙Ｐの搬送経路を切り換える際の制御
について、図１８、図１９および図２０を参照しなら説明する。
【０１００】
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　図１９（ａ）～（ｅ）および図２０（ａ）～（ｃ）は、第１および第２の押圧部３３ａ
，３３ｂにおける超音波の放射開始のタイミングと放射停止のタイミングとを時系列に説
明するための図である。図１９（ａ）～（ｅ）、図２０（ａ）～（ｃ）の順で時間が経過
しているものとする。なお、ここでは、第１の排紙部１４側の搬送経路への切り替えと、
反転部１５側への搬送経路の切り替えとを交互に行う場合について説明する。
【０１０１】
　まず、図１９（ａ）に示すように、前に搬送されている印刷用紙Ｐ０の後端が第２の搬
送経路切替部３３に到達し、次の印刷用紙Ｐ１の先端が第２の搬送経路切替部３３の直前
まで搬送されている時点において、第１の押圧部３３ａから超音波の放射が開始される。
このとき第２の押圧部３３ｂからの超音波の放射は停止されている。
【０１０２】
　次いで、図１９（ｂ）に示すように、前に搬送されている印刷用紙Ｐ０の後端が第２の
搬送経路切替部３３を通過した後、次の印刷用紙Ｐ１の先端が第２の搬送経路切替部３３
まで到達した時点においては、引き続き第１の押圧部３３ａのみからの超音波の放射が継
続され、これにより次の印刷用紙Ｐ１の先端が反転部１５側の搬送経路に案内され、図１
９（ｃ）に示すように、引き続き第１の押圧部３３ａのみからの超音波の放射が継続され
て印刷用紙Ｐ１がそのまま反転部１５側の搬送経路に案内される。
【０１０３】
　そして、図１９（ｄ）に示すように、印刷用紙Ｐ１が反転部１５側の搬送経路に予め設
定された距離だけ搬送された際に、第１の押圧部３３ａからの超音波の放射が停止される
。
【０１０４】
　次いで、図１９（ｅ）に示すように、搬送中の印刷用紙Ｐ１の後端が第２の搬送経路切
替部３３に到達した時点において、第２の押圧部３３ｂのみから超音波の放射が開始され
る。このとき次の印刷用紙Ｐ２の先端が第２の搬送経路切替部３３の直前まで搬送されて
いる。
【０１０５】
　次に、図２０（ａ）に示すように、印刷用紙Ｐ１の後端が第２の搬送経路切替部３３を
通過した後、次の印刷用紙Ｐ２の先端が第２の搬送経路切替部３３まで到達した時点にお
いては、引き続き第２の押圧部３３ｂのみからの超音波の放射が継続され、これにより次
の印刷用紙Ｐ２の先端が第１の排紙部１４側の搬送経路に案内され、図２０（ｂ）に示す
ように、引き続き第２の押圧部３３ｂのみからの超音波の放射が継続されて印刷用紙Ｐ２
がそのまま第１の排紙部１４側の搬送経路に案内される。
【０１０６】
　そして、図２０（ｃ）に示すように、印刷用紙Ｐ１が第１の排紙部１４側の搬送経路に
予め設定された距離だけ搬送された際に、第２の押圧部３３ｂからの超音波の放射が停止
される。以降、図１９（ａ）～（ｅ）、図２０（ａ）～（ｃ）の動作が繰り返される。
【０１０７】
　また、図１８に示すように、搬送経路切替制御部３５は、駆動電圧調整部３８と、用紙
情報記憶部３９とを備えている。駆動電圧調整部３８は、上述した用紙押圧制御部２５に
おける駆動電圧調整部２８と同様に、各押圧部駆動部３６に対して調整電圧を供給するも
のである。
【０１０８】
　また、用紙情報記憶部３９は、用紙押圧制御部２５における用紙情報記憶部２９と同様
に、印刷用紙の情報と駆動電圧調整部３８から出力される調整電圧の大きさとを対応づけ
たテーブルが記憶されたものである。搬送経路切替制御部３５は、印刷用紙の情報を取得
するとともに、上記テーブルを参照し、駆動電圧調整部３８から印刷用紙の情報に対応す
る調整電圧を出力させるものである。
【０１０９】
　なお、印刷用紙の情報としては、上述したように印刷用紙の厚さ情報や、印刷用紙のサ
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イズ情報や、印刷用紙の腰の強さの情報や、印刷用紙の種類の情報などがある。印刷用紙
の情報が印刷用紙の厚さ情報や腰の強さの情報である場合には、たとえば、印刷用紙が厚
いほどまたは腰が強いほど調整電圧を大きくし、印刷用紙が薄いほどまたは腰が弱いほど
調整電圧を小さくするようにすればよい。調整電圧の大きさとしては、超音波によって印
刷用紙Ｐを押圧した際における搬送経路と印刷用紙Ｐとの摩擦力が所定値以下となるよう
に設定することが望ましい。
【０１１０】
　また、印刷用紙の情報が印刷用紙のサイズ情報である場合には、たとえば、印刷用紙の
サイズが大きいほど調整電圧を大きくし、サイズが小さいほど調整電圧を小さくするよう
にすればよい。
【０１１１】
　また、印刷用紙の情報が印刷用紙の種類の情報である場合には、その印刷用紙の厚さや
腰の強さに応じて調整電圧を設定するようにすればよい。
【０１１２】
　次に、第１の搬送経路切替部２４について説明する。第１の搬送経路切替部２４は、上
述したように搬送ローラ２２によって搬送された印刷用紙Ｐを上面搬送部１３の搬送経路
に送り出すか、第２の排紙部１６の搬送経路に送り出すかを切り替えるものである。
【０１１３】
　第１の搬送経路切替部２４の構成は、第２の搬送経路切替部３３の構成と同様であり、
図１に示すように、第１の押圧部２４ａと第２の押圧部２４ｂとを備えている。第１の押
圧部２４ａと第２の押圧部２４ｂとは、第２の排紙部１６側の搬送経路と上面搬送部１３
側の搬送経路との分岐点を挟むように対向して設けられるものであり、第１の押圧部２４
ａは、下方に超音波を放射するものであり、第１の押圧部２４ｂは、上方に超音波を放射
するものである。第１の押圧部２４ａおよび第２の押圧部２４ｂの構成も、上述した第１
の押圧部３３ａおよび第２の押圧部３３ｂの構成と同様である。
【０１１４】
　また、第１の搬送経路切替部２４の上流側近傍にも、用紙先端検出センサ（図示省略）
が設けられており、この用紙先端検出センサによって検出された検出信号と印刷用紙Ｐの
搬送量情報とに基づいて、搬送経路切替制御部によって第１の押圧部２４ａと第２の押圧
部２４ｂとが駆動制御される。搬送経路切替制御部は、第２の排紙部１６側の搬送経路に
印刷用紙Ｐを案内する際には第１の押圧部２４ａから超音波を放射させ、上面搬送部１３
側の搬送経路に印刷用紙Ｐを案内する際には第２の押圧部２４ｂから超音波を放射させる
ものであるが、その構成および搬送経路の切り替えの制御については、上述した搬送経路
切替制御部３５と同様である。
【０１１５】
　次に、第３の搬送経路切替部５３について詳細に説明する。第３の搬送経路切替部５３
は、上述したようにスイッチバック部５２に一時的に搬入された印刷用紙Ｐの先端がスイ
ッチバック部５２から排出される際、その先端に対して超音波を放射することによって押
圧し、これにより印刷用紙Ｐの先端をニップローラ２１側の搬送経路に案内するものであ
る。
【０１１６】
　第３の搬送経路切替部５３は、図１に示すように、反転部１５の反転ローラ５１の近傍
に設けられるものであり、下方に超音波を放射するものである。第３の搬送経路切替部５
３は、第１および第２の搬送経路切替部５３の２つの押圧部を１つだけにした構成であり
、その構成は、上述した第１の押圧部３３ａや第１の押圧部２４ａと同様である。
【０１１７】
　また、第３の搬送経路切替部５３の上流側近傍にも、用紙先端検出センサが設けられて
おり、この用紙先端検出センサによって検出された検出信号と印刷用紙Ｐの搬送量情報と
に基づいて、搬送経路切替制御部によって第３の搬送経路切替部５３が駆動制御される。
第３の搬送経路切替部５３の搬送経路切替制御部の構成は、押圧部駆動部３６が１つだけ



(17) JP 6182425 B2 2017.8.16

10

20

30

40

50

であること以外は搬送経路切替制御部３５と同様である。
【０１１８】
　第３の搬送経路切替部５３の搬送経路切替制御部の搬送経路切替制御信号生成部は、ス
イッチバック部５２に一時的に搬入された印刷用紙Ｐの先端が第３の搬送経路切替部５３
に到達した時点において波形信号を押圧部駆動部に出力し、これにより押圧部駆動部から
第３の搬送経路切替部５３に駆動電圧が出力されて超音波が放射される。
【０１１９】
　また、第３の搬送経路切替部５３についても、第１および第２の搬送経路切替部２４，
３３と同様に、印刷用紙の情報に応じて駆動電圧を変更するようにしてもよい。
【０１２０】
　ここで、本実施形態のように、超音波によって印刷用紙Ｐを押圧して搬送経路を切り替
えることの効果について、たとえばファンから放出された風によって印刷用紙Ｐを押圧し
て搬送経路を切り替える場合と比較して説明する。
【０１２１】
　ファンを用いて印刷用紙Ｐを押圧して搬送経路を切り替えた場合、ファンから放出され
る風は、肌理の粗い対流となり易く、印刷用紙Ｐの全幅に亘って均一な風圧を放出する風
路を具現化することは極めて困難である。
【０１２２】
　したがって、図２１（ｂ）の矢印で示すような箇所において印刷用紙Ｐに皺が発生しや
すい。なお、図２１（ｂ）の下図は、搬送方向に垂直な断面図である。
【０１２３】
　一方、本実施形態のように、超音波を用いて印刷用紙Ｐを押圧して搬送経路を切り替え
た場合、図２１（ａ）に示すように、個々の超音波放射素子から放射された指向性の強い
超音波をアレイ状に配置しているため、均一な圧力波を形成することができ、比較的軽い
印刷用紙Ｐでも皺の発生を少なくすることができる。なお、図２１（ａ）の下図は、搬送
方向に垂直な断面図である。
【０１２４】
　このように、ファンから放射される風ではなく、超音波によって印刷用紙Ｐを押圧する
ことによって、印刷用紙Ｐの皺の発生を抑制することができ、搬送障害を少なくすること
ができる。
【０１２５】
　次に、本実施形態の印刷装置１の作用について、図１を参照しながら説明する。
【０１２６】
　まず、コンピュータから出力された印刷ジョブデータまたは原稿読取装置から出力され
た読取画像データが印刷装置１によって受信され、その印刷ジョブデータまたは読取画像
データを印刷するための印刷用紙Ｐの給紙が開始される。
【０１２７】
　具体的には、給紙部１１の給紙トレイ１１ａに設置された印刷用紙Ｐがピックアップロ
ーラ１８によって取り出され、レジストローラ１９まで搬送される。そして、レジストロ
ーラ１９において印刷用紙Ｐの先端を一旦停止させて斜行補正を行った後に、所定のタイ
ミングで印刷用紙Ｐが用紙搬送部１２に向けて搬送される。
【０１２８】
　レジストローラ１９によって搬送された印刷用紙Ｐは、用紙搬送部１２のニップローラ
２１によってニップされて搬送され、その後、搬送ローラ２２によってインクヘッド部１
０の上流側から下流側へ向けて搬送される。
【０１２９】
　このとき、上述したように印刷用紙Ｐの搬送位置に応じて、上流側の押圧部２３から超
音波が順次放射され、この超音波の放射によって印刷用紙Ｐが搬送ローラ２２に押圧され
て搬送される。
【０１３０】
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　そして、印刷用紙Ｐの先端が第１の搬送経路切替部２４に到達した際、第２の排紙部１
６に排紙する場合には、第１の搬送経路切替部２４の第１の押圧部２４ａから超音波が放
射され、これにより印刷用紙Ｐの先端の向きが下側に押圧されて第２の排紙部ガイド６１
に案内される。そして、印刷済みの印刷用紙Ｐが、第２の排紙ローラ６２によって搬送さ
れて第２の排紙トレイ６３に排紙される。
【０１３１】
　一方、印刷用紙Ｐの先端が第１の搬送経路切替部２４に到達した際、印刷済みの印刷用
紙Ｐを第１の排紙部１４に排紙するか、または反転部１５で反転させて両面印刷を行う場
合には、第１の搬送経路切替部２４の第２の押圧部２４ｂから超音波が放射され、これに
より印刷用紙Ｐの先端の向きが上側に押圧されて上面用紙ガイド３２に案内される。そし
て、印刷済みの印刷用紙Ｐが、上面搬送ローラ３１によって搬送される。
【０１３２】
　そして、印刷済みの印刷用紙Ｐが、第２の搬送経路切替部３３に到達した際、その印刷
済みの印刷用紙Ｐを第１の排紙部１４に排紙する場合には、第２の搬送経路切替部２４の
第２の押圧部３３ｂから超音波が放射され、これにより印刷用紙Ｐの先端の向きが上側に
押圧されて第１の排紙部ガイド４２に案内される。そして、印刷済みの印刷用紙Ｐが、第
１の排紙ローラ４１によって搬送されて第１の排紙トレイ４３に排紙される。
【０１３３】
　一方、印刷済みの印刷用紙Ｐを反転部１５で反転させて両面印刷を行う場合には、第２
の搬送経路切替部２４の第１の押圧部３３ａから超音波が放射され、これにより印刷用紙
Ｐの先端の向きが下側に押圧されて反転部１５側の上面用紙ガイド３２に案内される。
【０１３４】
　そして、上面搬送ローラ３１によって搬送された印刷用紙Ｐは、そのまま反転ローラ５
１に案内され、反転ローラ５１によってスイッチバック部５２に一時的に搬入される。そ
の後、印刷用紙Ｐは、反転ローラ５１によってスイッチバック部５２から搬出されるとと
もに、第３の搬送経路切替部５３から下方に向けて超音波が放射され、これにより印刷用
紙Ｐの先端が押圧されて反転用紙ガイド５４に案内される。そして、印刷用紙Ｐは、その
まま反転用紙ガイド５４によってレジストローラ１９まで案内され、レジストローラ１９
によって斜行が補正された後に、レジストローラ１９によってニップローラ２１まで搬送
され、ニップローラ２１によって用紙搬送部１２に向けて再び送り出される。このとき、
印刷用紙Ｐは、反転部１５によって反転されているので、未印刷面はインクヘッド部１０
側に向けられている。
【０１３５】
　そして、片面印刷済みの印刷用紙Ｐが、用紙搬送部１２によって搬送されるとともに、
インクヘッド部１０によって未印刷面に印刷処理が施される。その後、両面印刷済みの印
刷用紙Ｐは、第１の搬送経路切替部２４の第１の押圧部２４ａからの超音波の放射によっ
て第２の排紙部１６に案内され、第２の排紙トレイ６３に排紙される。
【０１３６】
　また、クリーニング部１７によるインクヘッド部１０のクリーニング処理については、
コンピュータまたは印刷装置１においてユーザーによって指示されたタイミングで行われ
る。この際、本実施形態の印刷装置１においては、図１に示すように、クリーニング部１
７は、インクヘッド部１０の各インクヘッドの真下に配置されているので、クリーニング
部１７の移動をともなうことなく、ユーザーの指示に応じて即座にクリーニング処理を実
行することができる。なお、クリーニング処理のタイミングは、たとえば、未使用放置時
間や連続使用時間が所定の時間を経過した場合や、連続印刷枚数が所定の枚数を超えた場
合などである。
【０１３７】
　すなわち、本実施形態のように搬送ローラ２２と押圧部２３とで印刷用紙Ｐを搬送する
構成ではなく、たとえば、従来のインクジェットプリンタ装置のような搬送ベルトと搬送
ローラによって印刷用紙Ｐを搬送する構成の場合、インクヘッド部の直下には搬送ベルト
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が配置されるため、クリーニング部を配置することができない。したがって、クリーニン
グ処理を行うために、搬送ベルトとクリーニング部とを入れ替える別の大掛かりな機構を
必要とし、コストアップになるとともに、装置が大型化していた。
【０１３８】
　また、搬送ベルトに穴を開けて空気を吸引して印刷用紙を搬送する構成の場合、搬送ベ
ルト自身も吸引方向に押圧を受けるため搬送方向の大きな損失負荷となり、大型の搬送モ
ータが必要となっていた。また、搬送ベルトに多数の穴を設ける必要があるため耐久劣化
が問題となる。
【０１３９】
　また、搬送ベルトによって印刷用紙を搬送する場合、印刷用紙の幅方向の外側に搬送ベ
ルトが存在するため、その外側の部分にインクヘッド部から吐出されたインクが付着しな
いように余白を多く設定するなど、用紙上の印刷範囲を制限する必要があった。
【０１４０】
　これに対し、本実施形態の印刷装置１によれば、搬送ローラ２２と押圧部２３とで印刷
用紙Ｐを搬送するので、インクヘッドの真下にクリーニング部１７を配置することができ
、上述したような搬送ベルトとクリーニング部とを入れ替える機構が必要ない。したがっ
て、コストの削減を図るとともに、装置の小型化を図ることができる。
【０１４１】
　また、搬送ローラ２２と押圧部２３とで印刷用紙Ｐを搬送する場合、搬送ベルトを吸引
する方式と比べると、印刷用紙の搬送方向に負荷となる圧力は皆無なため、低トルクのモ
ータを用いることができる。また、インクヘッドの直下にはクリーニング部１７しか存在
しないため、搬送ベルトの場合のような印刷処理面の制限はなく、印刷用紙全面に対して
印刷処理を施すことができる。
【０１４２】
　なお、上記説明では、搬送ベルトと搬送ローラとで印刷用紙を搬送する場合や、搬送ベ
ルトの穴から空気を吸引することによって印刷用紙を搬送する場合の問題点について説明
したが、搬送ベルトと上記実施形態の押圧部２３との組み合わせによって印刷用紙を搬送
する構成を除外するものではない。搬送ベルト上に上記実施形態の押圧部２３を複数配列
することによっても印刷用紙を搬送することができ、この構成でも、搬送ローラが直接印
字面に触れることがないので、インクの再転写を防止することができる。
【０１４３】
　また、上記実施形態は、超音波放射素子８１を備えた押圧部２３を印刷装置１の用紙搬
送部１２に適用したものであるが、押圧部２３は、その他の装置に適用するようにしても
よい。具体的には、たとえば、孔版印刷装置における孔版原紙を搬送する孔版原紙搬送部
にも適用することができる。図２２は、押圧部２３を孔版原紙搬送部４００に適用したも
のであり、この孔版原紙搬送部４００は、孔版原紙ロールＲが設置される孔版原紙設置部
４０１と、孔版原紙ローラＲから引き出された孔版原紙Ｆに対し、印刷データに基づいて
穿孔を施すサーマルヘッド４０２と、サーマルヘッド４０２において穿孔が施された孔版
原紙Ｆを搬送する搬送ローラ４０３とを備えている。
【０１４４】
　この孔版原紙搬送部４００においては、孔版原紙Ｆを挟むようにサーマルヘッド４０２
に対向する位置に上述した押圧部２３が設けられる。そして、押圧部２３に対して駆動電
圧が供給されることによって押圧部２３の超音波放射素子８１から非線形な超音波が放射
され、これにより孔版原紙Ｆがサーマルヘッド４０２に対して押圧される。この押圧によ
ってサーマルヘッド４０２に孔版原紙Ｆが密着し、適切な穿孔を施すことができる。
【０１４５】
　従来の孔版原紙搬送部は、サーマルヘッドに対向して設置されたプラテンローラによっ
て孔版原紙を搬送するとともに、サーマルヘッドに対して孔版原紙を押圧するようにして
いたが、サーマルヘッドの表面は固いガラスにて平面状に形成されており、プラテンロー
ラとサーマルヘッドとに挟まれた孔版原紙がスリップする問題があり、特に、孔版原紙ロ
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ールＲの残量が少なくなった場合には、孔版原紙ロールＲ側の引っ張り強度が大きくなる
ため、スリップが生じ易くなっていた。
【０１４６】
　これに対し、上述した孔版原紙搬送部４００のように、サーマルヘッド４０２に対する
孔版原紙の押圧については、非接触で押圧部２３により行い、孔版原紙の搬送については
、下流に設けられた搬送ローラ４０３によって行うことによって、上述したようなスリッ
プの問題を解消することができる。
【０１４７】
　また、上記実施形態においては、超音波放射素子８１として、MA40S4S（村田製作所製
）を使用するようにしたが、これに限らず、その他の超音波放射素子を用いるようにして
もよい。以下、上述したように超音波によって印刷用紙Ｐを押圧するために、より好まし
い構成の超音波放射素子の一実施形態について説明する。図２３は、本実施形態の超音波
放射素子１００の断面構成図を示すものである。
【０１４８】
　本実施形態の超音波放射素子１００は、図２３に示すように、正負の駆動電圧の供給に
よって凸形状と凹形状とに変形し、振動状の動きをする圧電ユニモルフ１０１と、圧電ユ
ニモルフ１０１に設けられたパラボラ形状からなる振動板１０３と、圧電ユニモルフ１０
１が固定された筐体１０４と、圧電ユニモルフ１０１に対して正負の駆動電圧を供給する
駆動電圧印加端子１０２とを備えている。振動板１０３は、その頂上部が圧電ユニモルフ
１０１に接するように接続されている。
【０１４９】
　圧電ユニモルフ１０１は、たとえば圧電セラミックと金属板とを重ね合せて形成される
ものである。そして、正負の駆動電圧の印加によって圧電セラミックが放射状に圧縮伸長
し、一方、金属板は変化しないためにバイメタルと同様な反りを発生させることができる
。そして、これにより圧電ユニモルフ１０１全体が、凸形状と凹形状とに交互に繰り返し
て変形し、振動状の動きをする。
【０１５０】
　図２４は、振動板１０３の上面図である。振動板１０３は、図２４に示すように、パラ
ボラ形状に形成されたフレーム１０３ｂ（グレーの部分）と、フレーム１０３ｂの内側に
貼り合わされた花弁状フィルム１０３ａとから構成されるものである。
【０１５１】
　花弁状フィルム１０３ａは、軟らかな弾性部材から形成されるものであり、たとえばポ
リエチレンテレフタレートフィルム、ポリプロピレンフィルムまたはスチロールフィルム
などから形成されるものである。そして、花弁状フィルム１０３ａは、図２５（ａ）に示
すように、円形のフィルムに対して放射状に複数のスリット１０３ｃを形成したものであ
る。このスリット１０３ｃによって分離された１つ１つのフィルム部分１０３ｄが花弁状
であるので、花弁状フィルムと呼んでいる。
【０１５２】
　フレーム１０３ｂは、図２５（ｂ）に示すように、程度剛性を有するパラボラ形状の板
に対して複数の扇状の穴１０３ｈを形成したものであり、中心部分１０３ｅと中心部分か
ら放射状に延びる複数の線状部分１０３ｆと周縁部分１０３ｇとから構成される骨組構造
である。複数の線状部分１０３ｆは、花弁状フィルム１０３ａのスリット１０３ｃよりも
広い幅で形成される。
【０１５３】
　そして、図２４に示すように、花弁状の各フィルム部分１０３ｄと、フレーム１０３ｂ
における穴１０３ｈとがそれぞれ対応するように重ね合わされ、花弁状フィルム１０３ａ
の中心部分とフレーム１０３ｂの中心部分１０３ｅのみが接着される。したがって、花弁
状の各フィルム部分１０３ｄは、中心部分を除く部分については、フレーム１０３ｂに対
して接したり、離れたり可能なように構成されている。
【０１５４】
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　そして、本実施形態の超音波放射素子１００は、駆動電圧印加端子１０２に対して正（
または負）の駆動電圧が印加された際には、図２３に示すように、圧電ユニモルフ１０１
が凸形状に変形し、これにより振動板１０３が上方（図２３の矢印方向、パラボラ形状の
開口側）に移動する。このとき花弁状フィルム１０３ａは、空気抵抗によってフレーム１
０３ｂ側に押し付けられて、花弁状フィルム１０３ａとフレーム１０３ｂとが密着した状
態となる。
【０１５５】
　一方、駆動電圧印加端子１０２に対して負（または正）の駆動電圧が印加された際には
、図２６に示すように、圧電ユニモルフ１０１が凹形状に変形し、これにより振動板１０
３が下方（図２４の矢印方向、パラボラ形状の頂上部側）に移動する。このとき、図２６
および図２７に示すように、フレーム１０３ｂの穴１０３ｈから花弁状フィルム１０３ａ
側に向かって空気が流れ込み、この風圧によって花弁状の各フィルム部分１０３ｄがフレ
ーム１０３ｂから離れる。
【０１５６】
　すなわち、本実施形態の超音波放射素子１００は、正負の駆動電圧の供給によって、振
動板１０３が上下に移動し、振動板１０３が上方に移動した際には、花弁状フィルム１０
３ａがフレーム１０３ｂに密着し、振動板１０３が下方に移動した際には、花弁状フィル
ム１０３ａがフレーム１０３ｂから離れるように構成されたものである。
【０１５７】
　次に、本実施形態の超音波放射素子１００において、上述したように振動板１０３が上
下に移動した際に放射される超音波について、従来の超音波放射素子から放射される超音
波と比較しながら説明する。
【０１５８】
　まず、従来の超音波放射素子２００から放射される超音波について説明する。なお、こ
こでいう従来の超音波放射素子２００とは、上記実施形態の超音波放射素子１００とは、
振動板１０３の構成のみが異なるものである。従来の超音波放射素子２００も、図２８に
示すように圧電ユニモルフ２０１と、圧電ユニモルフ２０１が固定された筐体２０３と、
圧電ユニモルフ２０１上に設けられたパラボラ形状の振動板２０２とを備えたものである
が、従来の超音波放射素子２００の振動板２０２は、単なる１枚のパラボラ形状の板から
構成されるものであり、上記実施形態の超音波放射素子１００のように振動板１０３が下
方に移動した際に、空気が振動板１０３内を通過するようなものではない。
【０１５９】
　そして、従来の超音波放射素子２００において、圧電ユニモルフ２０１に対して正負の
駆動電圧を供給することによって、圧電ユニモルフ２０１が凸形状と凹形状とに交互に変
形し、これにより振動板２０２が、図２８に示すＰ１の位置からＰ６の位置まで順次移動
する。
【０１６０】
　そして、振動板２０２の移動によって超音波が放射されるが、振動板２０２がＰ１～Ｐ
６の各位置に移動したときに放射される超音波は、超音波放射伝達媒体（ここでは空気と
する）の非線形特性を考慮しなければ、超音波の密波部と粗波部とはバランスして放射さ
れ、ＡＣ的な圧力波となる。
【０１６１】
　具体的には、図２８に示すように、振動板２０２がＰ２の位置とＰ６の位置に移動した
際には、すなわち最も上方に移動した際には、圧力の高い部分が形成され、振動板２０２
がＰ４の位置に移動した際には、すなわち最も下方に移動した際には、圧力の低い部分が
形成され、振動板２０２がＰ３とＰ５の位置に移動した際には、周辺媒体と同じ圧力の部
分が形成される。
【０１６２】
　図２９は、振動板２０２がＰ１～Ｐ６の各位置へ移動した際における超音波の音圧の波
形を示すものである。図２９に示すように、従来の超音波放射素子２００が発生する超音
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波は、粗波部と密波部とが対象に現れるＡＣ波となる。すなわち、振動板２０２が上方に
移動した際に発生する正方向の圧力と、振動板２０２が下方に移動した際に発生する負方
向の圧力とが同じ線形な超音波となる。
【０１６３】
　次に、本実施形態の超音波放射素子１００から放射される超音波について説明する。
【０１６４】
　本実施形態の超音波放射素子１００においても、上述したように圧電ユニモルフ１０１
に対して正負の駆動電圧を供給することによって、圧電ユニモルフ１０１が凸形状と凹形
状とに交互に変形し、これにより振動板１０３が、図３０に示すＰ１の位置からＰ６の位
置まで順次移動する。
【０１６５】
　そして、この振動板１０３の移動によって超音波が放射されるが、本実施形態の超音波
放射素子１００の場合、上述したように振動板１０３が下方に移動する際、振動板１０３
の穴１０３ｈ内を空気が通過する。
【０１６６】
　したがって、振動板１０３が、図３０に示すＰ１～Ｐ６の各位置に移動したときに放射
される超音波は、振動板１０３がＰ２の位置とＰ６の位置に移動した際には、すなわち最
も上方に移動した際には、圧力の高い部分が形成されるが、振動板１０３がＰ４の位置に
移動した際には、すなわち最も下方に移動した際には、従来の超音波放射素子２００の場
合と比較して低い圧力が形成される部分が少なくなる。そして、超音波放射素子１００か
ら放射される超音波は、弁付ピストンポンプと同様な圧力波になると同時に、さらに超音
波伝達媒体の非線形特性とも相まって一方向に強い圧力を発生させる超音波となる。
【０１６７】
　図３１は、振動板１０３がＰ１～Ｐ６の各位置へ移動した際における超音波の音圧の波
形を示すものである。図３１に示すように、本実施形態の超音波放射素子１００の場合、
振動板１０３の花弁状フィルム１０３ａが弁の働きをするので、従来の超音波放射素子２
００の超音波を比較して、粗波部の圧力を高いままとして非線形にすることができるので
、粗密波の密波部と粗波部との圧力が非対象な超音波を発生させることができる。すなわ
ち、振動板１０３が上方に移動した際に発生する正方向の圧力よりも、振動板１０３が下
方に移動した際に発生する負方向の圧力の方が小さい非線形な超音波であって、図３１に
示す圧力オフセット量が付加された一方向に強い圧力を有する超音波を発生させることが
できる。
【０１６８】
　また、上記実施形態の超音波放射素子１００においては、振動板１０３を花弁状フィル
ム１０３ａとフレーム１０３ｂとから構成し、花弁状フィルム１０３ａの各フィルム部分
１０３ｄを弁として作用させるようにしたが、振動板１０３の構成としては、その他の構
成を採用するようにしてもよい。
【０１６９】
　具体的には、たとえば、図３２に示すように、厚さが0.05mm～0.1mm程度の薄いビニー
ル樹脂からなる樹脂膜１１２に対して、６本～８本程度の骨線１１１を放物線状に成形し
て放射状に配置することによってパラボラ形状の振動板１１０を構成するようにしてもよ
い。骨線１１１としては、たとえば細いピアノ線など弾性体から形成されたものを用いる
ことができる。
【０１７０】
　図３２に示す振動板１１０は、傘を逆さまにしたような状態でその中心が圧電ユニモル
フ１０１に接続される。そして、図３３（ａ）に示すように、圧電ユニモルフ１０１が凸
形状に変形することによって振動板１１０が上方に移動した場合には、振動板１１０は、
ほとんど変形せずに傘を開いたような状態のまま移動する。
【０１７１】
　一方、図３３（ｂ）に示すように、圧電ユニモルフ１０１が凹形状に変形することによ
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って振動板１１０が下に移動した場合には、振動板１１０の樹脂膜１１２が空気抵抗を受
けて骨線１１１が内側に変形し、これにより空気が樹脂膜１１２の外側に沿って上方（矢
印方向）に抜ける。このように構成した場合でも、従来の超音波放射素子２００の場合と
比較して、低い圧力が形成される部分を少なくすることができ、一方向に強い圧力を発生
させる超音波を放射することができる。
【０１７２】
　また、上記実施形態の超音波放射素子１００は、上述したように印刷用紙Ｐを押圧する
ために用いられるだけでなく、その他の用途で用いるようにしてもよい。具体的には、た
とえば超音波放射素子１００を超音波小型ポンプに使用するようにしてもよい。図３４（
ａ），（ｂ）は、超音波放射素子１００を用いた超音波小型ポンプ３００を示す図である
。超音波小型ポンプ３００は、吸入口から吸入されたインクなどの流体を一旦貯留するポ
ンプシリンダ３０１と、そのポンプシリンダ３０１内に設けられた超音波放射素子１００
とを備えている。
【０１７３】
　そして、この超音波小型ポンプ３００においては、図３４（ａ）に示すように、駆動電
圧印加端子１０２に対して駆動電圧を印加することによって圧電ユニモルフ１０１を凹形
状に変形させ、これにより振動板１０３を移動させる。この振動板１０３の移動によって
ポンプシリンダ３０１内に圧力の低い部分を形成することができるので、ポンプシリンダ
３０１の吸入口からインクなどの流体を吸入することができる。
【０１７４】
　一方、図３４（ｂ）に示すように、駆動電圧印加端子１０２に対して駆動電圧を印加す
ることによって圧電ユニモルフ１０１を凸形状に変形させ、これにより振動板１０３を移
動させる。この振動板１０３の移動によってポンプシリンダ３０１内に貯留された流体に
圧力をかけることができるので、ポンプシリンダ３０１の吐出口からインクなどの流体を
吐出することができる。
【０１７５】
　超音波放射素子１００を用いた超音波小型ポンプ３００によれば、非線形特性を有する
超音波放射素子１００を用いることによって、図３４（ａ），（ｂ）に点線で示すような
従来の弁構造を設ける必要がなく、これによりシンプルで故障の少ないものとすることが
できる。また、インクヘッド部１０におけるインク経路中間ポンプとして使用することに
よって、省スペースで最短経路のパスを提供することができる。
【０１７６】
　なお、超音波放射素子１００，１１０における圧電ユニモルフ１０１の駆動電圧印加端
子１０２については、ポリイミドやポリウレタンなどで被覆し、液体による腐食防止と絶
縁をすることが望ましい。
【符号の説明】
【０１７７】
１　　 印刷装置
１０　 インクヘッド部
１１　 給紙部
１２　 用紙搬送部
１３　 上面搬送部
１４　 第１の排紙部
１５　 反転部
１６　 第２の排紙部
１７　 クリーニング部
２１　 ニップローラ
２２　 搬送ローラ
２３　 押圧部
２４　 第１の搬送経路切替部
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２４ａ 第１の押圧部
２４ｂ 第２の押圧部
２５　 用紙押圧制御部
２６　 押圧部駆動部
２７　 押圧タイミング生成部
２８　 駆動電圧調整部
２９　 用紙情報記憶部
３３　 第２の搬送経路切替部
３３ａ 第１の押圧部
３３ｂ 第２の押圧部
３４　 用紙先端検出センサ
３５　 搬送経路切替制御部
３６　 押圧部駆動部
３７　 搬送経路切替制御信号生成部
３８　 駆動電圧調整部
３９　 用紙情報記憶部
４３　 第１の排紙トレイ
５３　 第３の搬送経路切替部
７０　 用紙搬送位置算出部
７１　 用紙先端検出センサ
７２　 ローラ駆動モータ
８０　 基板
８１　 超音波放射素子
１００ 超音波放射素子
１０１ 圧電ユニモルフ
１０２ 駆動電圧印加端子
１０３ 振動板
１０３ａ　　　 花弁状フィルム
１０３ｂ　　　 フレーム
１０３ｃ　　　 スリット
１０３ｄ　　　 フィルム部分
１０３ｆ　　　 線状部分
１０３ｈ　　　 穴
１０４ 筐体
１１０ 振動板
１１１ 骨線
１１２ 樹脂膜
４００ 孔版原紙搬送部
４０１ 孔版原紙設置部
４０２ サーマルヘッド
４０３ 搬送ローラ
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